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表紙写真（沖縄における台風被害と樹木根系）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1： 台風により根上りの被害を受けたガジュマル 

写真 4：      〃                フクギ  

写真 2： オキナワキョウチクトウの根系 

写真 3： フクギの根系 

 

 

沖縄地方は、上陸や接近する台風の数が本土に比べて多く 

またその勢力も強いことから、台風が通過する度に数多くの 

倒木被害が発生しています。 

倒木などの被害は、周辺建物や自動車の破損、道路を遮断 

することによる交通障害、人的被害等を引き起こす可能性が 

あるため、できるだけ被害を軽減させる必要があります。 

そのためには、倒木被害の実態解明や根系の生育特性等を 

把握したうえで、効果的な被害対策を立てることが重要です。 

写真 4 

写真 1 

写真 3 

写真 2 
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Landscape and Ecology Division, Annual Research Report (22nd) 

Landscape and Ecology Division 

Synopsis

The Landscape and Ecology Division conducted researches on the following technological 
themes, global warming, accord with nature, biodiversity, technologies for planting and 
landscape. This annual report is the outcome of the Landscape and Ecology Division for fiscal 
2006.

Key words: global warming, accord with nature, biodiversity, technologies for planting, 
landscape
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A study on the change analysis method of urban green coverage using middle-resolution satellite data 

Environment Department              Head             Masahiko  MATSUE 
Landscape and Ecology Division 

In this study, we developed and arranged the technique which efficiently and effectively grasped the urban 
green change while accuracy and workload are confirmed. For this purpose, we used middle resolution 
satellite data, when the data procurement in the national scale is possible. In 2006, the study was carried out 
for the purpose of developing technology in order to raise the accuracy and raise the generality. As the result, 
it became possible that increase and decrease of urban green were grasped by detail geometric correction 
and removal of the shadow at the error within 30%.  
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Research on estimating the amount of CO2 fixed by planted trees in cities 

Environment Department Head Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division 

 Senior Researcher Yasuo IIZUKA

Researcher  Yosuke NAGAHAMA

We investigated the amount of growth of ten planted trees in cities using stem analysis to 
estimate the amount of CO2 fixed by planted trees in cities 
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道路のり面を活用した早期樹林化工法の開発
Study of methods for early revegetation by woody plant on roadside slope.

（研究期間 平成 18 年〜19 年度） 

環境研究部 緑化生態研究室   室 長       松江 正彦
Environment Department              Head      Masahiko MATSUE
Landscape and Ecology Division   

In this study,aiming to promote global warming gas reduction with revegetation by woody
plant on roadside slope,we aimed to develop practical computation methods of the CO2 fixed
by planting trees.

［研究目的］ 

京都議定書における日本の CO2 削減目標である

1990 年時点に対する 6％削減を達成するためには、

樹林による CO2の固定・吸収は不可欠な要素である。

国土の狭い日本においては道路のり面も貴重な緑

地であり、そこに成立する樹林も固定・吸収源とし

て重要である。また、特に道路における盛土のり面

の樹林化は地域景観の形成や防災の面からも重要

であり、積極的な整備が望まれる。 

一方、道路盛土のり面は他の緑地と異なり、その

形状が細長く連続していること、また植栽基盤は路

体としての造成がされているため生育条件が厳し

いことなどにより、そこに生育する樹木は森林など

とは異なった成長を示すと考えられる。 

事業としての道路盛土のり面の樹林化について

は高速道路を中心に行なわれてきたが、人為的な樹

林化だけでなく自然に形成された樹林も含めれば

対象は全国各地に数多くあり、その CO2固定・吸収

量をつかむためには道路盛土のり面という条件に

適した効率的な手法を確立することが重要である。 

本研究は、まず過年度に高速道路会社（旧道路公

団）によって施工、調査が行われてきた高速道路の

盛土のり面の樹林化箇所において毎木調査やサン

プル樹木の伐採調査を行い、のり面樹林の生育状況

ならびに樹木の形状と乾燥重量の関係を求め、さら

に、樹林による CO2固定・吸収量の算出に関する既

往研究、事例を収集・整理し、道路盛土のり面樹林

に相応しい CO2固定・吸収量の算出方法を検討する

こととしている。また、今回の調査結果を活かしな

がら、新たに樹木の生育状況を調査する比較試験区

を設け、そこでのモニタリング調査を通して、CO2

の効率的に固定・吸収する早期樹林化工法を検討し、

とりまとめることを最終目的としている。 

 

［研究成果］ 

１．CO2固定・吸収量の算出手法の整理 

樹林による CO2の固定・吸収量の算出手法として

はこれまで様々な研究が行われてきている。 

算出に当たっては葉の光合成量と呼吸量から算

出する方法として①密閉チャンバー内による個体

の CO2収支を直接測定による手法、②葉の光合成と

呼吸速度および葉量の相対成長式から算出する方

法がある。大気中への CO2の出入りから樹林地全体

の CO2固定・吸収量を算定する方法として③CO2フラ

ックスのタワー観測による方法が行われている。 

また、樹林を構成する樹木の形状から算出する方

法としては④木質部の相対成長式と平均成長量に

よる方法、⑤木質部相対成長式と期間成長差および

気乾比重による方法、⑥立木幹材換算表による幹材

積の推定による方法、などがあげられる。また、樹

冠被覆面積や樹木本数に対するデフォルト値から

広域な CO2固定・吸収量を算定する⑦IPCC グッドプ

ラクティスガイダンスに基づく方法などがある。 

以降に示す調査結果を基に、いくつかの手法によ

り試算をしたが、その結果は表 1 に示すとおり大き

く異なるものとなった。 

 

表 1 各算出手法による年間 CO2 固定・吸収量試算結果 

（調査区：水戸調査区、面積:210 ㎡、本数 30 本）

水戸調査区
当り(kg/yr)

1㎡当り
(kg/yr)

１本当り
(kg/yr)

1,667.0 7.94 55.6

樹高式 189.2 0.90 6.3

胸高直径式 311.0 1.48 10.4

今回の樹高式 203.4 0.97 6.8

今回の胸高直径式 290.9 1.39 9.7

今回の樹高式 100.8 0.48 3.4

今回の胸高直径式 1,141.3 5.43 38.0

相対成長式と期間成
長差・気乾比重反映

シラカシの基準式に気乾比重を
反映させた方法（高速道路会社）

841.2 4.01 28.0

411.9 1.96 13.7

樹冠被覆面積法（樹冠被覆80％） 178.6 0.85 5.95

樹木成長量法（構成本数30本） 1,100.0 5.24 36.7

立木幹材換算表による幹材積の推定による方法（林野）

IPCCグッドプラクティ
スガイダンスに基づく
方法

算出手法

葉の光合成と呼吸速度からの算出手法
（大気浄化植樹指針）

相対成長式と平均成
長量による方法
（国総研）

相対成長式と期間成
長差

相対成長式と平均成
長量による方法
（今回式・平均成長）
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２．のり面樹木による CO2固定・吸収量の算出式の

検討 

樹林による CO2固定・吸収量の算出の基となる樹

林内の樹木の形状と乾燥重量との関係を導くため、

表２の箇所（後述する「３．毎木調査」の調査箇所

の近隣部）でサンプルとなる樹木を伐採し、必要と

なるデータを求める調査を実施した。対象木は常緑

広葉樹：シラカシ（20 本）、落葉広葉樹：コナラ（12

本）、常緑針葉樹：クロマツ（7 本）の 3 種に絞り、

計 39 本について実施した(表 2)。 

また、この内のり面の中でも根の掘取りが可能な

16 本については、根系も掘取って乾燥重量を測定

した。 

 

表 2 伐採樹木一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伐採した樹木は、地際から 0.2m、1.2m、2.2m・・・

と 1m ごとに階層区分し、幹、枝、葉、根に分け、

全ての生重量を測定した。また、各部位からサンプ

ルを採取し体積と生重量を測定したものを持ち帰

って乾燥させ、乾燥重量を測定した。さらに、幹に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 樹木の伐採及びサンプル採取状況 

左上：伐採状況     右上：分解作業 

左下：根系掘取状況   右下：測定用サンプル 

 

ついては年輪測定用の円盤状サンプルを採取し、年

輪の測定を行った(写真 1 参照)。 

これらのサンプルから伐採した樹木各部位の乾

燥重量を算出し、各部の形状との関係について解析

を行った。また、年輪測定データから樹幹解析を行

った。 

器官乾重比の平均は葉も含めた場合、幹：枝：葉：

根＝42.8：25.9：10.9：20.4、葉を除いた場合には

幹：枝：根＝50.2：27.5：22.4 となった。 

なお根の堀取りが出来なかった樹木については、

この器官乾重比を用いて根の乾重を推定して用い

た。 

１）相対成長式の検討 

次に、これらのサンプル樹木のデータを用いて、

胸高直径、樹高と樹木の木質部乾燥重量との関係を

調べた。これまでの国総研の研究や他機関の研究成

果により、胸高直径、樹高と樹木の木質部乾燥重量

との間には一般的に「ｙ＝aXb」示される相対成長

式が成り立つことが知られている。 

そこで、今回得られた調査結果より樹種別及び３

樹種統合の樹高及び胸高直径から求めた相対成長

式を表３に、樹高と木質部全乾燥重量の関係を図１

に、胸高直径と木質部全乾燥重量との関係を図２、

図３に示す。なお表３中の上段ａ及び図１、図２は

サンプル樹木の伐採時の形状と木質部全乾燥重量

から求めた関係を示し、表３下段のｂ及び図３は樹

幹解析による樹齢ごとの形状と材積から算出した

木質部全乾燥重量との関係を示す。 

 

表 3 樹高、胸高直径と木質部乾燥重量の相対成長式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、樹高と木質部全乾燥重量との関係と、胸高

直径と木質部全乾燥重量との関係を比較すると、胸

高直径と木質部全乾燥重量との関係の方がどの場

合にも決定係数は高く、胸高直径を用いる方が精度

良く木質部の乾燥重量を推定することが可能であ

ることが示された。 

次に、サンプル樹木伐採時の形状と木質部全乾燥

重量から導いた表３のａの式及び図２と、樹幹解析

による樹齢毎の形状と木質部全乾燥重量との関係

地域 調査地 樹種 本数 樹齢 樹高(m)
胸高幹周
（cm）

東北 山形 コナラ 4 14～20 6.7～8.8 38～43

北陸 富山 コナラ 2 19～24 8.3～9.8 21～45

北陸 富山 クロマツ 2 15～17 4.6～4.8 44～47

関東 沼田 コナラ 4 17～22 6.5～11.0 27～45

関東 水戸 シラカシ 4 13～14 3.6～7.5 16～35

関東 横浜綾瀬 シラカシ 4 15～19 5.5～8.5 30～44

関東 横浜厚木 シラカシ 1 12～14 4.5～5.6 15～19

中部 羽島 シラカシ 4 12～14 5.3～7.0 24～36

中部 袋井 クロマツ 1 22 14.0 75.0

中部 袋井 コナラ 2 19～21 12.0～12.5 60～75

関西 福知山 シラカシ 4 18～21 5.2～8.0 23～45

四国 松山 クロマツ 1 11～12 4.5～6.0 34～44

樹高X（ｍ） 胸高直径X（cm）

相対成長式 R2 相対成長式 R2

シラカシａ ｙ＝0.1761X
2.8256 0.475 ｙ＝0.246X

2.3182 0.9082

　　　　ｂ ｙ＝0.0249X
3.6533 0.8567 ｙ＝0.6191X

1.782 0.9322

コナラ　ａ ｙ＝0.0213X
3.6056 0.7243 ｙ＝0.1632X

2.5003 0.9529

　　　　ｂ ｙ＝0.021X
3.4315 0.9099 ｙ＝0.653X

1.8154 0.9499

クロマツａ ｙ＝5.2756X
1.3497 0.862 ｙ＝0.3199X

2.0786 0.8248

　　　　ｂ ｙ＝0.0544X
3.3686 0.7823 ｙ＝0.7598X

1.5991 0.9031

全３種　ａ ｙ＝0.9927X
1.9407 0.4633 ｙ＝0.2741X

2.2461 0.9064

　　　　ｂ ｙ＝0.0288X
3.4578 0.8524 ｙ＝0.6532X

1.7602 0.9324

対象樹種
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図１ 樹高と木質部全乾燥重量の関係（全樹種） 
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図２ 胸高直径と木質部全乾燥重量の関係（全樹種）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 胸高直径と木質部全乾燥重量の関係（全樹種）

から導いた表３のｂの式及び図３を比較すると、コ

ナラを除いては、僅かではあるが樹幹解析による樹

齢毎の形状と木質部全乾燥重量との関係の方が決

定係数が大きいことがわかる。しかし、樹幹解析に

よる方法は、同じ樹木から得られた連続的データを、

独立したデータとして用いているということにお

いて課題を残しているため、今回のようにサンプル

数が得られる場合には、サンプル樹木伐採時の形状

と木質部全乾燥重量から導いた近似式を用いる方

が適していると思われる。 

２）CO2固定量の算定式の検討 

次に、表３の胸高直径を基にした 3 樹種統合の a

式を基に、樹木の木質部に蓄積された CO2固定量を

求めることとする。植物体内の C は、そのほぼ全て

が大気中のCO2に由来し、また木質部のC含有量は、

これまでの多くの分析結果から、樹種に関わらず乾

燥重量比にして 50％程度であることが知られてい

る。そこでここでは、木質部乾燥重量の 50％を C

含有量とし、さらに C 含有量に、CO2と C の分子量

比(44/12)を乗じることにより CO2 量に換算するこ

ととした。したがって、胸高直径 X とその樹木の

CO2固定量は以下の式に整理することができる。 

また、樹高及び胸高直径と樹齢との関係を調べると、

表 4 のような直線関係が得られた。今後データの積み

重ねを必要とするが、２期間の調査による差によって

成長量を図ることができない場合にも、今回対象とし

た程度の形状においては、この式を表 3 の式に組み込

むことにより、樹齢から胸高直径、さらには木質部乾

燥重量を推定することが可能となる。

表 4 樹高、胸高直径と樹齢との関係 

 

 

 

 

 

 

Ｘ：樹齢 

 

３．毎木調査 

3 社からなる高速道路会社（旧日本道路公団）で

は、各地の高速道路において、平成 14 年度から 17

年度にかけて、盛土のり面樹林部における CO2固定

量を把握するための現地調査を実施している。そこ

で本研究では、このときに調査を行った調査対象地

のうち、図４に示す 25 箇所について、新たに毎木

調査等を行い、その結果を過年度のデータと比較す

ることにより、1～4 年間の樹林の現存量の変化を

求め、その間の CO2固定量を把握することとした。 

調査区の多くは「のり長×10ｍ」の大きさで、過

年度に行われた調査区の四隅には杭が設置されて

おり、調査区内のそれぞれの樹木には前回の調査時

に樹木番号が付けられており、比較調査が可能な状

態となっている。 

各調査区について毎木調査（樹種・樹高・胸高幹

周・枝張り・枝下高等）並びに林床植生調査(出現

樹高ｙ（ｍ） 胸高直径ｙ（cm）

樹　種 相対成長式 R2 相対成長式 R2

シラカシ ｙ＝0.3763X＋0.936 0.7927 ｙ＝0.6426X－1.3678 0.7812

コナラ ｙ＝0.4601X+0.6912 0.7713 ｙ＝0.6029X－1.3215 0.6313

クロマツ ｙ＝0.5291X－0.0931 0.7397 ｙ＝1.0809X－3.1675 0.9323

3樹種統合 ｙ＝0.4424X+0.5968 0.7653 ｙ＝0.664X－1.3885 0.6827
y = 0.6532x1.7602

R2 = 0.9324
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Y＝0.5025X2.2461                 （1 式）

Y：累積 CO2固定量(kg) X：胸高直径(cm) 
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図４ 調査位置図

種・被度・群度)を行なった。林床植生調査につい

ては、植物社会学的方法によった。また、植栽基盤

状況を把握するため、盛土のり面の方位・傾斜角・

日当り・形状・遮音壁の有無・周辺状況・検土杖に

よる土質把握・土壌硬度・透水性・乾湿状況・pH・

EC等による植栽基盤状況のチェックなどを行った。 

１）胸高直径年増加量 

CO2 固定量の大小については、木質部乾燥重量の

増加量に左右される。また先に示したとおり、木質

部乾燥重量は胸高直径との相関が高いことより、こ

こでは胸高直径の年増加量に着目することとした。 

なお、調査区内の樹木については前回と今回の間

に胸高直径が増加した個体のグループを「成長分」、

前回は確認されないか、胸高直径までの高さがなく、

今回新たに確認された個体のグループを「侵入木

分」、株数の減少や枯損により胸高直径が減少した

個体のグループを「消失分」とし、調査区全体はそ

れら３グループの合計値とした。 

高速道路会社による調査では、胸高直径は胸高幹

周を測定し、その値を円周率（3.14）で除した値と

している。また株立ち状の樹木の場合には、各々の

幹周を合計した値に 0.7 を掛け、その値を円周率で

割った値をその樹木の胸高直径としている。 

そのため、株立ち本数が少ない場合には、単幹の

場合の増加量とほぼ近似した値となるが、株数が多

くなるとその値は大きくな

り、胸高直径の年増加量が

10 センチ近い値となる。そ

こで本研究では一旦各幹の

胸高断面積を求め、その合

計値から単幹とした場合の

胸高直径を換算値として用

いることとした。 

なお、調査区の中には当

初植栽時のデータがないも

の、前回調査時の各幹のデ

ータが一部しか示されてお

らず、合算値×0.7 のみ表示

されているため、胸高断面

積での換算が出来ないため

比較対象できないものなど

が 16 箇所有り、以下の分析

にあたっては残り 9 箇所の

データを使うこととする。 

調査区ごとの当初あるい

は現況の立木密度と 1 本当

たりの平均年胸高直径増加

量との間には、決定係数は

それほど高くないものの、

負の相関関係、つまり密度が低いほど 1 本当たりの

年間生長量が大きいという関係が見られた（図5,6）。 
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図 5 当初立木密度と年胸高直径増加量 

（成長分・調査区面積当り n=9）
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図 6 現況立木密度と年胸高直径増加量 

（成長分・調査区面積当り n=9） 

毎木調査箇所

毎木調査・サンプル伐採調査箇所

毎木調査データ分析箇所
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No. 路線名 調査地 No. 路線名 調査地 No. 路線名 調査地

1 秋田自動車道 横手 11 東北自動車道 宇都宮 21 高知自動車道 南国

2 東北自動車道 仙台 12 中央自動車道 大月 22 九州自動車道 八代

3 山形自動車道 山形 13 名神高速道路 羽島 23 九州自動車道 北九州

4 北陸自動車道 上越 14 伊勢自動車道 久居 24 長崎自動車道 長崎

5 北陸自動車道 富山 15 東名高速道路 袋井 25 東名高速道路 厚木

6 北陸自動車道 長岡 16 京滋バイパス 茨木

7 東名高速道路 綾瀬 17 山陽自動車道 姫路

8 館山自動車道 市原 18 舞鶴若狭自動車道 福知山

9 関越自動車道 沼田 19 松山自動車道 いよ西条

10 東水戸道路 水戸 20 松山自動車道 松山
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なお、この 9 箇所の中には現況立木密度が同じで

も植栽後の経過年数の違う箇所が含まれており、こ

の経過年数の違いが年胸高直径増加量にも大きな

影響を与えている可能性が考えられる。そこで、植

栽後の年数が 16～19 年とほぼ同じ４調査区（横手、

久居、山形、北九州）を抽出し、再度比較を行なう

こととした。 

この 5 調査区における年胸高増加量と現況立木

密度との関係は、負の高い相関関係を示しており、

同様の経過年数の林においては、年胸高直径増加量

の違いは現況立木密度の違いに起因するものと考

えられる(図 7)。 
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図 7 現況立木密度と年胸高直径増加量 

（成長分・16～19 年経過調査区 n=4） 

 

また、各樹種の胸高直径の年平均増加量は図 8 に

示すとおりとなった。高木については、常緑広葉樹

でスダジイ、シラカシ、ウバメガシ、アラカシ、ク

スノキなどの成長量が大きかった。落葉広葉樹では

サトザクラ、ギンドロ、コブシ、ハゼノキ、ヤマザ

クラなどが大きく、常緑広葉樹に較べて全体に増加

量が大きい傾向であった。 

針葉樹についてはヒマラヤスギ、クロマツを除き、

小さめの傾向であったが、常緑針葉樹については寒

冷地での使用が多いため、気候の影響が大きいこと

も考えられる。 

２）CO2固定量 

まず、各調査区の現況における CO2固定量を、毎

木調査の結果より整理した（式１）を活用して求め

た。さらに、これを調査区の面積で割ることにより

1 ㎡当たりの CO2固定量に換算し、その結果を植栽

後の経過年数と比較することによりその関係を求

めた(図 9)。これによると決定係数は低いものの、

経過年数の長い箇所ほど CO2固定量は多くなり、ほ

ぼ直線的に増加していくといった傾向が見られた。 

このことより、条件の異なる調査地区の結果をそ

のまま比較することはできないが、今回調査を行っ

た道路盛土のり面においては、直線の傾きより、10

～30 年くらいまでの間ではでは経過年数に関係な

く年間 1 ㎡当たりの約 2.27kg の CO2を固定してい

るという状況が示唆された。 

y = 2.2738x - 11.778

R2 = 0.6738
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図 9 経過年数と 1 ㎡当り累積 CO2 固定量

（比重未反映・調査区面積当り n=9)
 

次に 9 箇所の調査区について、2 時期の毎木調査

の結果を用いてその間の CO2固定量の差を求めるこ

とにより、年間の CO2固定量を求めるとともに、立

木密度とのの比較を行うこととする。 

そこで、同じく（1 式）を用いて、過年度に高速

道路会社によって実施された毎木調査データと今

回の毎木調査データを用いて、それぞれの時点での
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図 8 樹種別の平均胸高直径増加量
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CO2固定量を算出し、次に 1 ㎡ごとに換算したてか

ら 2 時期の差を求め、さらにその差を前回調査と今

回調査の間隔で割ることにより求めた(図 10,11)。 
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図 10 当初植栽密度と年間 CO2 固定量の関係
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図 11 現況植栽密度と年間 CO2 固定量の関係

まず、分析を行った 9 の調査区では、1 ㎡当たり

の年間 CO2固定量は、先に示した約 2.27kg をはさん

で最大が水戸の 5,43kg/㎡、最低が横手の 1.26kg/

㎡といった結果を示した。また立木密度との関係で

は、どちらも相関はなかったが、現況密度との関係

では、立木密度が高い方が年間 CO2固定量は下がっ

ている傾向が示された。これは、先に図 5,6 に示し

た、現況立木密度が低い方が 1 本当たりの年間胸高

直径増加量ということが、密度が高いことによる本

数の増加による影響を上回って現れと思われる。 

また、今回の結果には示していないが、年間 CO2

固定量が少ない横手、山形は平均胸高直径増加量の

小さいドイツトウヒ、アカエゾマツ、ニッコウヒバ

(図９参照)などが主体の樹林であり、逆に多い水戸

や久居、北九州は平均胸高直径増加量の多いサトザ

クラヤ、シラカシ、ウバメガシなどが主体となって

おり、このような樹種構成の違いが大きく影響して

いるものと思われた。しかし、今回の調査では、他

にも気象条件など、植物の生育条件に影響を与える

と思われる条件の違いが相互に影響し合っており、

生育状況の違いが何によっているのかを明らかに

するまでには至らなかった。 

 

［成果の活用］ 

本研究は、既に樹林化が進められている箇所で、

かつ過年度に高速道路会社が行った調査データを

活用できる箇所に限定して行った。そのために、最

後に示した調査地区間の比較などにおいては、当初

植栽密度の違い、樹種構成の違い、気象条件の違い

など多くの要因の違い相互に受け、十分な比較検討

が出来なかった。 

そこで、当初より樹種構成や植栽密度、苗木の大

きさ、気候条件など、植物の生長に与える影響の違

いごとに把握できる実験区を、高速道路保有機構と

3 社の高速道路株式会社と共同して全国の高速道路

盛土のり面に受験区を設けている。今後そこから得

られるデータを有効に活用し、CO2 の固定・吸収を

効率的に進めることのできる樹林化工法としてと

りまとめていくこととしている。 
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Counter techniques for the adverse effects of invasive alien species on ecosystem 

17 19

Environment Department     Head  Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division    
       Researcher Daisuke HOSOGI 

We grasped of the circumstances of revegetation using alien species and investigated 
revegetation method using native species for conserving regional ecosystem. In this research, we 
conducted questionnaire survey concerning road slope revegetation and some experiments that are 
necessary for establishing revegetation method using native species. 
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土中に関しては測定中である。今後は測定を継続する

と共に、2 年間保存した表土を掘り出して測定を開始

する予定である。未保存表土と保存後の表土の土壌シ

ードバンク組成と比較することで、緑化材料としての

表土の保存の影響について把握する予定である。

（2） 植生基材の耐侵食性実験

施工後 1 年後に人工降雨実験に供する実験区では、

条件の違う実験区ごとの施工 1 年後の硬度は 7.5～
11.3mm（山中式土壌硬度計で測定）であった（図－1）。
材料毎の比較において、63°区では表土利用が種子利

用よりも有意に高く、45°区では有意差は認められな

かった（Scheffé の方法、α＝0.05）。また、いずれの

実験区でも施工直後より値が増加する傾向が見られた。

植被率は、除草により 0％を維持した植生基材区以

外では 6 月に最高値を記録し、63°区、45°区ともに

表土利用区は約 60％、種子利用区は 100％であったが、

いずれの実験区も 8 月に急激に減少して、表土利用区

では 15％程度に、種子利用区では 0％にまで減少した

図－1 吹き付けた基材の硬度

棒グラフ上の異なる英文字は、多重比較の結果、有

意差があったことを示し、NS は有意差が無かったこ

とを示す（Scheffé の方法、α＝0.05）。

図－2 植被率の変化

図－3 侵食厚の変化

図－4 人工降雨実験後の侵食した基材の乾燥重量

棒グラフ上の異なる英文字は、多重比較の結果、有意

差があったことを示し、NS は有意差が無かったこと

を示す（Scheffé の方法、α＝0.05）。

写真－1 人工降雨実験の状況
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（図－2）。これは木箱の裏側が接地しておらず、下側

からの水分の供給が無なくて著しく乾燥したためであ

る。その後、表土利用区と種子利用区のいずれも 10～
11 月まで値は上昇して、以後、表土利用 45°区が 30％
程度で、他は 20％程度であった。

侵食厚は、施工後から徐々に増加して、施工 1 年後

の時点では、植生基材 63°区が 2.1±0.5cm、表土利用

63°区が 1.3±0.1cm、種子利用 63°区が 1.7±0.5cm で

あり、植生基材 45°区が 1.5±0.1cm、表土利用 45°区

が 0.6±0.2cm、種子利用 45°区が 1.1±0.4cm であった

（図－3、写真－1）。同じ材料では、63°区の方が 45°
区よりも侵食厚が有意に多かった（Mann-Whitney の U
検定、α＝0.05）。同じ勾配における材料間の比較では、

63°区においては植生基材 63°区と表土利用 63°区

の間に有意差が認められ、植生基材 63°区の方が侵食

厚は有意に多かった（Scheffé の方法、α＝0.05）。45°
区においてはすべての実験区間で有意差が認められ、

植生基材 45°区、種子利用 45°区、表土利用 45°区

の順で侵食厚が有意に多かった（Scheffé の方法、α＝

0.05）。
施工 1 年後に 100mm/h の人工降雨を降らせた実験

（写真－2）では、基材の侵食重量は 1.4～12.7g/㎡程

度であった（図－4）。材料の違いごとでは植生基材

63°区が他の 63°の実験区よりも有意に多く、45°の

実験区間では有意な差は認められなかった（Scheffé の

方法、α＝0.05）が、各実験区の数値は非常に小さく、

いずれの区画でも目立った侵食は見られなかった（写

真－3）。
（3） 外来緑化用植物の植生管理技術の確立

クロバナエンジュが優占する栃木県の道路法面にお

いて、平成 19 年 3 月に除去作業を行った（写真－4）。
方法は、刈り取りのみ、刈り取って伐り口にグリホサ

ート系枯殺剤を塗布する方法である。今後は、夏期に

も同様の作業を施す試験区を設ける予定である。作業

の効果については、植物群落調査とクロバナエンジュ

の伐り株からの萌芽の調査を行って検証する予定であ

写真－2 施工 1 年後の植生基材の耐侵食性実験区（人工降雨実験前）

植生基材 63°区

表土利用 63°区 

種子利用 63°区 

植生基材 45°区 

表土利用 45°区 

種子利用 45°区 
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る。 

［成果の発表］ 

1) 細木大輔・柏木亨・松江正彦（2007）植生基材吹

付工施工後 3 ヶ月間の植生基材の耐侵食性，日本

緑化工学会誌，33（1），9-14．

2) 細木大輔・中村勝衛・亀山 章（2008）ネット利用

型の自然侵入促進工法による切土法面の緑化，日

本緑化工学会誌，33（3），印刷中．

［成果の活用］ 

今後も業務を継続して成果を得た上で、外来種の影

響を回避するための緑化方法に関する参考資料を提示

する予定である。

写真－3 施工 1 年後に人工降雨実験を行った後の植生基材の耐侵食性実験区

写真－4 クロバナエンジュが優占する道路法面（左：クロバナエンジュ除去作業前、右：除去作業後）

植生基材 63°区 

表土利用 63°区 

種子利用 63°区 

植生基材 45°区 

表土利用 45°区 

種子利用 45°区 
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Study on Habitat Evaluation of Parks and Open space for Wildlife 

16 19

Environment Department  Head  Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division 

Senior Researcher Yasuo IIZUKA 

Researcher Midori Saeki 

We surveyed mammalian wildlife in parks and open spaces in Mito Area within a framework of 
ecological network planning. This year, we surveyed species compositions using camera-traps and 
two raccoon dogs were radio-tracked to detect habitat use within and around a Prefectural forest park. 
We found that the raccoon dogs were used green belts and bush to move and rest. 
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Research on Predicting Ecological Impacts and Developing a Method of their Visualization 

Environment Department  Head  Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division

Researcher Midori SAEKI 

In order to assess ecological impacts quantitatively and construct consensus smoothly with 
stakeholders, we have investigated an impact prediction method based on habitat evaluation and its 
visualization. We developed habitat evaluation models for raccoon dogs and the Japanese martens, 
using radio-tracking data and habitat maps.
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 Survey on the preservation measures and the monitoring methods for wildlife, 
ecosystem,landscape and recreation in nature during and after construction works 

15

Environment Department  Head Masahiko Matsue 
Landscape and Ecology Division 

Senior Researcher   Toshio OSHIO 

Senior Researcher  Hitomi OGURI 

To reduce the impact of construction, measures should be taken to protect wildlife ,ecosystem , 
landscape and recreation in nature ,but practical methods for this have not yet been established .Also, 
since the environmental impacts on wildlife and ecosystem are difficult to predict prior to construction, 
it is often important to monitor them during and after the construction works. The purpose of the 
present study is to collect and summarize the several methods that are currently undertaken as 
wildlife and ecosystem preservation measures and monitoring during and after construction works. 
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外来種対策に対応した法面緑化工法の確立に関する調査
Research on slope revegetation method corresponding to the problem of invasive alien species

（研究期間 平成 18～22 年度）

環境研究部 緑化生態研究室    室 長 松江 正彦

Environment Department    Head Masahiko MATSUE
Landscape and Ecology Division   研究官 細木 大輔

    Researcher Daisuke HOSOGI

Artificial slope revegetation method using surface soil and using seeds invading from surrounding
vegetation were ones of using native plant species. In order to establish the revegetation method as
reliable technique which can be used commonly, we constructed these revegetation methods on
artificial cut slope in Akashi kaikyo national government park, Sanuki mannou national government
park and Bihoku hillside national government park. We plan to investigate the plant communities in the
passing age.

［研究目的及び経緯］ 

外来種の問題が頻繁に取りざたされている今日にお

いて、のり面緑化の現場では、法面の立地条件に適し

た外来緑化用植物を用いない在来種利用型の緑化技術

が求められている。本研究では、国営公園内の法面に

おいて、法面の立地条件を把握して、在来種利用型緑

化工法の試験施工を行い、成立する植物群落のモニタ

リング調査を経年的に行うこととした。

［研究内容］

対象地は、国営明石海峡公園、国営讃岐まんのう公

園、国営備北丘陵公園であり、各国営公園内の切土法

面で試験を行った。対象とした在来種利用型緑化工法

は、表土中の埋土種子を用いて緑化を行う表土利用工

と、周囲の植生からの種子の飛来等によってのみ緑化

を行う自然侵入促進工である。以下に各国営公園にお

ける試験区の設置について述べる。

（1）国営明石海峡公園

国営明石海峡公園では、表土利用工の試験を行って

いる（写真－1）。施工は平成 19 年 2 月に行った。試験

区は、表面に粘性土が客土された切土法面に設けた。

方位は西北西、勾配 34°、法長 11m、法面延長 46m、

地山の硬度 11.2mm である。使用した表土は、森林、

放棄水田、草地のものである。森林表土は植生基材吹

付工を応用して使用し、表土の混合率は 10％、20％、

30％、吹付厚さは 5cm に設定した。放棄水田と草地の

表土は、粘性が高くて機械施工が困難だったため、法

面に簡易な柵工を施して人力で敷き均し、緩効性肥料

を施肥した。

（2）国営讃岐まんのう公園

国営讃岐まんのう公園では、表土利用工と自然侵入

促進工の試験を行っている。各工法の施工は平成 19
年 2 月に行った。試験区はもろい砂岩質の切土法面に

設けた。

表土利用工の試験区（写真－2）は北向きと南向きの

向かい合わせの法面に造成した。北向きが勾配 32～
40°、法長 8m、法面延長 26m、地山の硬度 18.2mm で

ある。南向きが勾配 32～36°、法長 6m、法面延長 16m、

地山の硬度 22mm である。表土は森林で採取し、植生

表－1 各法面の条件

方位 勾配 法長 法面延長 硬度

明石海峡公園 表土利用工 西北西 34° 11m 46m 11.2mm

表土利用工：北向き 北 32°～40° 8m 26m 18.2mm

表土利用工：南向き 南 32°～36° 6m 16m 21.8mm

自然侵入促進工 東北東 35° 4～11m 57m 20.0mm

表土利用工 南東 45° 8m 63m 27.7mm

自然侵入促進工 北東 30° 15m 5m 19.2mm

讃岐まんのう公園

備北丘陵公園
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基材吹付工を応用して吹き付けた。表土の混合率は

10％、20％、30％に設定し、吹付厚さは 5cm に設定し

た。

自然侵入促進工の試験区（写真－3）は、東北東向き、

勾配 35°、法長 4～11m，法面延長 57m，地山の硬度

20.0mm である。工種は 3 種類を採用した。ネットを 2

重に張って肥料袋を縞状に設置する植生マット工と、

植生基材吹付工（厚さ 5cm）とネット張工の併用工、

およびネットを張って上部に開口部を持つ植生基材入

りの袋を縞状に設置する工法であり、いずれにもあら

かじめ種子は一切使用していない。

写真－1 国営明石海峡公園の表土利用工の施工直後

のり面上段の左奥から水田、草地、森林の表土を用いた試験区。

写真－2 国営讃岐まんのう公園の表土利用工の施工直後

左側が南向き、右側が北向きの試験区。

写真－3 国営讃岐まんのう公園の自然侵入促進工の施工直後

試験区は、本文で説明した順に左から設置。
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（3）国営備北丘陵公園

国営備北丘陵公園では、表土利用工と自然侵入促進

工の試験を行っている。施工は平成18年7月に行った。

試験区（写真－4）はもろい砂岩質の切土法面に設けた。

表土利用工を施工した法面は南東向きで、勾配 45°、

形は三日月型であり法長は最大で 8m、法面延長 63m
である。森林の表土を使用して、植生基材吹付工を応

用して吹き付けた。表土の混合率は 10％、20％、30％
に設定し、吹付厚さは 3cm に設定した。

自然侵入促進工の試験区（写真－5）を設置した法面

は北東向き、勾配 30°、法長 15m、法面延長 5m、地

山の硬度 19.2mm である。工法は植生マット工型で、

縞状に肥料袋を設置してネットは 2 重に張るものであ

る。各法面の条件を表－1 に示す。

植生基材吹付工を応用した試験区の、吹付後の植生

基材の硬度を表－1 に示す。

国営備北丘陵公園では、1m×1m の調査区画を各実

験区に 10 区画設置して、施工後 2 ヵ月半が経過した 9
月中旬に植物群落調査を実施した。植物による被覆率

（±標準偏差）は、表土利用工 10％区で 35.2±20.2％、

20％区は 40.0±19.4％、30％区は 90.0±17.6％であり、

混合率が高いほど被覆率の値も高く、自然侵入促進工

区は 0.4±0.3％と低かった（図－1）。10 ㎡当たりの出

現種数は、表土利用工 10％区で 14 種、20％区で 25 種、

写真－4 国営備北丘陵公園の表土利用工の施工直後

写真－5 国営備北丘陵公園の自然侵入促進工の施工直後

表－2 緑化施工後の法面の硬度（自然侵入促進工の植生マット利用型は省略）

工進促入侵然自工用利土表

森林

10% 20% 30%

明石海峡公園 13.9 13 13.6 23.8 20.6

北向き 15.7 14.7 15.1

南向き 14.6 17.6 18.7

備北丘陵公園 15.4 15.2 20.4

（植生基材吹付
利用型）植生基材への混合率

讃岐まんのう公園 13.9

工法

表土採取地
放棄水田 草地
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30％区で 21 種であり、自然侵入促進工区は 13 種であ

った（図－2）。出現種数のうちの外来種が占める割合

は、表土利用工 10％区が 42.9％、20％区が 36.0％、30％
区が 38.1％、自然侵入促進工区が 38.5％であり、いず

れも近い値であった。施工 2 ヵ月半後の法面の状態を

写真－6 に示す。

今後は、国営明石海峡公園と国営備北丘陵公園の実

験区においても植物群落のモニタリング調査を実施す

る予定である。

［成果の活用］ 

経年的なモニタリング調査を実施し、成立する植物

群落に関する結果をまとめて，表土利用工と自然侵入

促進工の施工に関するマニュアルをとりまとめる予定

である。
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図－1 国営備北丘陵公園の実験区の被覆率 図－2 国営備北丘陵公園の実験区の出現種数

写真－6 国営備北丘陵公園の施工 2 ヵ月半後（9 月中旬）の各実験区の状態

表土利用工 10％区 表土利用工 20％区

表土利用工 30％区 自然侵入促進工区 
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Research on the effective vegetation management technique based on the relationships between 
vegetation change and human impacts  

18 19

                 
Environment Department Head Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division   

Senior Researcher   Hitomi OGURI

Visiting Researcher  Yoriko HATASE 

The forest parks need cost-effective management on forest-floor vegetation for conserving biodiversity. 
In this study we examine the effective vegetation management technique based on the research of 
relationships between vegetation change and human impacts in Musashi-Kyuryo National 
Government Park. 
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Research on vegetation management for controlling the invasive alien species 

18 20

                 
Environment Department  Head Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division   

Senior Researcher   Hitomi OGURI

Visiting Researcher  Yoriko HATASE 

Coreopsis lanceolata and Sicyos angulatus  were added to List of Regulated Living Organisms under the 
Invasive Alien Species Act in February, 2006. This study is aimed for developing management techniques of 
those invasive alien species. This report describes those distribution characteristics and a vegetation 
management experiment of C. lanceolata.
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トダシバ群落といった在来の河原植物が出現する群落

で出現割合が高いことが明らかとなった（図-10）。 

２．オオキンケイギク植生管理実験 

1 年目の植生管理実験およびモニタリングによって、

以下の知見が得られた。 

１） 調査区に出現した植物の種類 

調査区では、オオキンケイギクが 20～55%と高い被

度で優占していた。カワラサイコ、メドハギ、カナビ

キソウ、キバナノカワラマツバなどの在来河原植物も

比較的多く出現しているが、外来種の占める被度合計

割合は 70%以上、種数割合で 30%以上と高く、外来種

の優占度の高い状態であった（表-1）。 

２） オオキンケイギクの群落構造 

オオキンケイギクは、在来の河原植物よりも草丈が

高く、上層で優占する傾向が明瞭であった。オオキン

ケイギクに比べて、在来の河原植物は被度も低く、こ

れによりオオキンケイギクのみが目立つ景観になって

いるものと考えられた（図-11）。 

３） 開花特性と種子生産 

実験区におけるオオキンケイギクの開花では、株密

度にかかわらず面積あ

たり同程度の開花量を

維持する傾向が見られ

た（図-12）。これによ

り、比較的均一な開花

景観が創り出され、安

定した種子供給を可能

にしていると考えられ

た。 

実験区における着花

量は 30～50 個／㎡で、

法面の場合の 164～
572 個／㎡の数分の一

以下であった。また、

種子の生産量は 3000
～5000 粒／㎡と推計

され、原産国である北
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図-11 オオキンケイギクの群落構造 

注：表中の各種の数値は平均被度%（n=10）。下線は外来種を示す。
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表-1 調査区に出現した植物の種類 

種子生産：

3000～5000粒／㎡

生存種子(6月)：
1150～2160粒／㎡

前年からの生残種子

土壌中へ

死亡

発芽

図-13 オオキンケイギクの種子生産と土壌中の生存種子の関係 

図-12 開花特性 
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湧水池における希少生物の保全に関する調査
Research on conservation of a rare dragonfly species in wetland

（研究期間 平成 18 年度） 

環境研究部 緑化生態研究室 室 長 松江 正彦

okihasaMdaeHtnemtrapeDtnemnorivnE  MATSUE
Landscape and Ecology Division 研究官 長濵 庸介

Researcher Yosuke NAGAHAMA

There is Sawada wetland in Hitachi Seaside Park, and a rare dragonfly species inhabits in the
wetland. In recent years, as the volume of spring water as decreased, therefore habitat has decreased.
In this study, we made artificial ponds in Sawada wetland in order to preserve the dragonfly, and we
have been monitoring the species in the wetland.

［研究目的及び経緯］ 

国営ひたち海浜公園と茨城県常陸那珂港の境に位置

する沢田湧水地は、湧水流が砂丘を開析した谷戸内に

形成されている。同湧水地に生息するオゼイトトンボ

の個体数が、1999 年以降に発生した地下水位の低下に

よる湿地の乾燥化によって一時激減した。そこで個体

数の増加対策として、2002 年に谷底面の地下水位や湧

水等の条件を考慮した繁殖池の新設、2002 年と 2004

年に一部既存池の改修を行った（図－1）。 

本研究は、オゼイトトンボのモニタリング調査によ

り、個体数の増加対策の効果を明らかにするとともに、

その生態を把握することを目的とした。 

［オゼイトトンボの生態］  

オゼイトトンボは北方系の日本特産種であり、北

海道の道南から道央にいたる地域と、本州の新潟、

群馬、栃木、茨城県から北の地域に分布している。

生息地は局地的で、主に標高の高い山岳地帯に生息

する傾向がある 1）。沢田湧水地はオゼイトトンボの

南 

 
図－1 沢田湧水地における池の配置 

 

限生息地の一つであり、さらに標高が低く海岸に近

い特異な産地である。県の中央部では、台地の沼や

海岸部に接する湿地帯で生息が確認される程度とな

っており、全ての記録地で個体数が減少しているこ

とから、茨城県版レッドデータブック 2）で希少種に

指定されている。 

［研究結果］ 

1.個体数調査 

(1)調査方法 

成虫調査では、池とその周囲 1m 程度の範囲におい

て、飛翔している個体や草本に留まっている個体の

数を記録した。記録する際には成熟と未熟に分類し、

さらに成熟については雌雄に分類した。なお、池以

外の場所で確認した個体についても記録した。調査

は、成虫の発生を確認してから終了するまでの期間

（2006 年 5 月中旬～7 月下旬）に、約 1 週間間隔で

合計 11 回実施した。 

幼虫調査では、池内における水生植物の生育箇所

や落葉の堆積箇所等、幼虫の定位が期待される場所

においてサンプリング調査を実施した。調査面積は

各池 0.5m2 とし、その範囲においてタモ網を用いて

底質ごと採取して個体数を記録した。調査は 2006

年 12 月に 1 回実施した。 

(2)調査結果 

成虫個体数は延べ 2349 個体（成熟 1496、未熟 853）

であった。このうち成熟 995 個体（67%）、未熟 635

個体（74%）は、新設池や改修池で確認された個体で

あった。また各池 0.5m2 あたりの幼虫個体数の合計

は 270 個体であった。このうち 190 個体（70%）は、

新設池や改修池で確認された個体であった（図－2）。 
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図－2 個体数調査結果 

(3)個体数の推移 

図－3 に 2002 年から 2006 年までの個体数推移を

示す。成虫個体数は、繁殖池の新設や既存池の改修を

実施した 2002 年以降増加を続け、2005 年の調査では

2525 個体となった。しかし 2006 年には 2349 個体と

若干減少した。幼虫個体数についても成虫個体数と

同様に 2002 年以降増加を続け、2004 年には 358 個

体を記録した。その後個体数は減少したが、2006 年

12 月の調査で再び 270 個体まで増加した。 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2002 2003 2004 2005 2006（注1）2006（注2）

調査年

各
池
の

成
虫

個
体

数
の

合
計

0

100

200

300

400

500

各
池

0
.5
㎡
の

幼
虫

個
体

数
の

合
計

成虫個体

幼虫個体

 
 

図－3 成虫および幼虫の個体数推移 

2.マーキング調査 

(1)調査方法 

 捕獲した個体が成熟の場合には翅に油性フェルト

ペンで番号を記入し、未熟の場合には捕獲日がわか

るように不透水性マーカーで胸部を着色した。調査

は 5 月下旬から 7 月下旬において、約 1 週間間隔で

合計 10 回実施した。1 回目の調査では、新しくマー

キングする個体の捕獲を行い、2 回目の調査以降は

新しくマーキングする個体の捕獲と、既にマーキン

グした個体の再捕獲を行った。 

(2)調査結果 

1)マーキング個体数 

マーキング総個体数は、成熟 1257 個体(雄 830、雌

427）、未熟 783 個体（雄 406、雌 377）であった。未熟

のうち 13 個体については、その後成熟として再捕獲さ

れたため、改めて成熟としてマーキングした。また、

成熟の再捕獲数は 128 個体であり、全成熟個体数の 1

割程度であった（図－4）。 
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図－4 調査日別捕獲個体数 

2)性比 

 マーキング個体数から性比を調査したところ、池

から羽化したばかりの未熟の性比はおよそ 1:1 と推

定された。また、繁殖のために池を飛来していた成

熟の性比はおよそ 2:1 と推定された。 

3)未熟から成熟に至るまでの日数 

 未熟個体は羽化水域隣りの植物群落へ移ってしば

らく生活する 1）。そこで、未熟から成熟へ至るまで

の日数を推定するため、未熟個体が成熟個体として

再捕獲されるまでの日数を調べた。その結果、雄は

最短で 5 日、平均で 15.4 日であった。また、雌は最

短で 9 日、平均で 17.3 日であった。 

4)成熟した個体の生存日数 

 成熟した個体の生存日数を推定するため、成熟個

体が再捕獲されるまでの日数を調べた。その結果、

雄が最長で 36 日、平均で 9.7 日であった。また、雌

は最長で 19 日、平均で 9.6 日であった。 

［まとめ］ 

繁殖池の新設や一部の既存池の改修は、個体数増加

対策として有効であったことが明らかとなった。また、

沢田湧水地に生息するオゼイトトンボの性比、成熟に

至るまでの日数、成熟した個体の生存日数を推定する

ことができた。今後、より正確にオゼイトトンボの生

態を把握するためには、多くのマーキング個体を再捕

獲する必要がある。そのためには、マーキング調査日

の間隔を縮め、調査回数を増やすことが必要である。 

［参考文献］ 

1）杉浦光俊・石田昇三・小島圭三・石田勝義・青木

典司：オゼイトトンボ，原色日本トンボ幼虫・成

虫大図鑑，北海道大学図書刊行会，pp611-612，

1999． 

2）茨城県：茨城における絶滅のおそれのある野生生

物＜動物編＞，p131，2000． 

注 1：幼虫調査は 2006 年 3 月に実施 

注 2：幼虫調査は 2006 年 12 月に実施（2007 年に成虫となる）
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Study on the road greening design for improvement of landscape 
and environment in roads 

15

Study for revision of road greening technical standard and its guidance 

Environment Department  Head  Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division 

 Senior Researcher Toshio OSHIO 

Street trees are effective on improving landscape, environment, and human amenity. So far we 
have aimed at developing the technique to evaluate them and making it reflect on the design of street 
trees. We made basic schemes on road greening in the present technical standard and its guidance 
( 88)  through evaluation of our previous results, existing policies, and opinions from the beneficiaries in 
order to set a prospect for revision of the standard and its guidance. 
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Research on countermeasures for infrastructure damage by tree roots  

18 20

Environment Department  Head  Masahiko Matsue 
Landscape and Ecology Division 

Senior Researcher Yasuo Iizuka  

In order to identify the factors of damage to infrastructures caused by the root system of trees, we investigated 
the root system. We find that the narrowness of planting bases and the ability of root system to grow under 
infrastructures were the major factors. Based on the results, we developed a plan for the countermeasure 
technique according to planting structures. 
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図１ 根系調査の結果

樹種 全景写真 植栽環境 土層 土壌硬度 構造物の被害 根の状態 掘削断面図

サクラ
（被害木）

樹高：6.7m
幹周：1.3m
枝張り：10.5m、
7.6m

・縁石の浮き上がりは
ないが、縁石の下を通
過した根がAsを盛り上
げている。
・Asの亀裂幅は最大で
15㎝、距離はサイクリ
ングロード（幅員2.8ｍ）
を横断する。

・縁石に突き当たった
根の太さはφ12～21
㎜で、Asの亀裂の直
接的な影響を及ぼし
た根の縁石付近での
太さはφ11～13㎜で
あった。
・Asの下に入り込ん
だ根には、コブ状のも
のが確認された。

サクラ
（未被害木）

樹高：7.8m
幹周：1.18m
枝張り：9.6m、7.2m

・縁石の下を通過した
根が確認されたがAs
と路盤の中には根が
伸長していなかった。
・サイクリングロード側
へ伸びた根は縁石に
沿って伸長していた
が、Asを盛り上げるよ
うな被害は確認されな
かった。

・縁石に突き当たった
根の太さはφ17～31
㎜で、サイクリング
ロード側へもぐり込ん
だ根の太さはφ10～
13㎜であった。
・被害木に見られた
「Asの下に入り込ん
だ根のコブ状のもの」
は確認されなかった。

シンジュ
（被害木）

樹高：10m
幹周：0.68m
枝張り：8.5m、7.4m

・縁石の浮き上がりは
ないが、樹心から2.2ｍ
も離れた位置にある縁
石の下を通過した根
がAsを大きく盛り上げ
ていた。
・亀裂幅は最大で3
㎝、距離はサイクリン
グロード（幅員2.8ｍ）を
横断していた。

・縁石に突き当たった
根の太さはφ24～31
㎜と太い。
・As亀裂をさせた根
の縁石付近での太さ
はφ31㎜。

シンジュ
（未被害木）

樹高：8.5m
幹周：0.75m
枝張り：6.5m、6.2m

・縁石の浮き上がり
は、根の掘削時にわ
ずかながら確認。
・その直下に、φ62.4
㎜の大径根。
・縁石のみをわずかに
押し上げているのが確
認。

・縁石に突き当たった
根の太さはφ22～63
㎜とかなり太い。
・サイクリングロード
側へ伸長した根の縁
石付近での太さは
φ13㎜。

センダン
（被害木）

樹高：8.5m
幹周：1.27m
枝張り：12.3m、
10.7m

＜植栽帯＞
・表層は非常に
軟らかいが、70
㎝程度まで根系
侵入にやや障害
となる硬さが連続
しているものの、
根の伸長阻害に
とまではならな
い。

・根上がりが明らか
で、既に数枚の平板と
縁石が取り除かれて
いた。
・地上根は、約3ｍ先
のＵ字排水溝まで達し
ていたが、U字排水溝
が破損した箇所は確
認されなかった。
・根は90°屈折して、
横方向に伸びていた
根が垂直方向（下）に
行き先を変えていた。

・平板に影響を及ぼし
た地上根の太さは
φ250～450㎜と非常
に太い。
・縁石に突き当たった
根の太さはφ24～31
㎜と太い。

センダン
（未被害木）

樹高：6.8m
幹周：0.67m
枝張り：6.3m、6.2m

＜植栽帯＞
・上層は非常に
軟らかく、さらに
50㎝程度まで軟
らかい土層が連
続している。

・縁石および平板の浮
き上がりなし。

・平板の下にもぐり込
んでいた根の太さは
φ60～85㎜とかなり
太くなっており、将来
的には被害木と同じ
被害を及ぼすものと
考えられた。

モミジバフウ
（被害木）

樹高：8.5m
幹周：0.85m
枝張り：5m、4.3m

・植桝内において根上
がりが認められ、縁石
および平板が浮き上
がっていた。
・縁石や平板の浮き上
がりは、目地部分で発
生していることが多
い。
・西方向への平板の浮
き上がりは、8.2ｍも先
の園地にまで到達し、
そこでさらに縁石を持
ち上げていた。

・桝内は、根が密集し
ていた。
・南西角の縁石を持
ち上げていた根の太
さは、φ45～71㎜と
非常に太い。

モミジバフウ
（未被害木）

樹高：6.5m
幹周：0.58m
枝張り：3.4m、3.1m

・縁石および平板の浮
き上がりなし。

・平板や縁石には影
響を及ぼしていない
が、縁石の下にもぐり
込んでいた根の太さ
はφ5～30㎜で中径
根以上が7本（1.2ｍ
幅内）確認できた。
・これらの根が徐々に
成長すれば、将来的
には被害木と同じ被
害を及ぼすものと考
えられる。

クロガネモチ
（被害木）

樹高：6.8m
幹周：0.75m
枝張り：7.9m、6.1m

・植枡内に３本の
樹木が生育して
おり、その中で、
特にクロガネモチ
が大きく成長して
いる。
・樹冠は隣接する
疎林に接する手
前で日当たり・風
通しは良好。

＜植栽内＞
・上層（0～10㎝）
LS（壌質砂土）、
下層（10～50セン
チ）LS（壌質砂
土）、50～60㎝に
駐車場造成時に
施工されたと思
われる砕石層を
介在。

＜植栽枡＞
・砕石層以外に
根の伸長阻害と
なる硬さは見ら
れない。

・植桝内において根上
がりが認められ、縁石
および平板が浮き上
がっていた。
・目地から平板側に出
た根は、φ5～13㎜
で、南方向への平板
の浮き上がりは、3.9ｍ
も先にまで到達してい
た。

・縁石の下に侵入す
る根が多く見ら、根の
最大太さはφ10㎝で
あった。
・平板下を長く伸びた
根は、再びアスファル
ト舗装側の縁石の下
にもぐり込み、駐車場
の雨水桝の方へ伸長
していた。

クスノキ
（被害木）

樹高：10.5m
幹周：1.78m
枝張り：12.9m、
14.3m

・サイクリング
ロードの植栽帯
（幅3.0m）で、低
木の植え込みが
ある。
・樹木が大きく成
長し、もう少しで
近くの疎林と樹
冠を接する状況
である。
・日当たり・風通
りは良好。

＜植栽帯＞
・上層（0～20㎝）
SL（砂壌土）、20
～30㎝に管理用
駐車場の造成時
に施工されたと
思われる路盤の
砕石層を介在、
下層（30～60㎝）
S（砂土）。

＜植栽帯＞
・ 砕石層以外に
根の伸長阻害と
なる硬さは見ら
れないが、30㎝
以下は根系侵入
規制層であること
が示された。

・縁石は2～3㎝の高低
差が見られ、平板は東
西方向のズレが広範
囲に確認された。

・縁石に大きな影響を
及ぼしていた根の太
さはφ42～55㎜とき
わめて太く、それ以外
にも縁石の下へは
φ7～20㎜の太さの
根が非常に多くもぐり
込んでいた。
・これらの根が徐々に
成長すると考えれ
ば、将来的にはさら
に被害が大きくなるも
のと考えられる。

※樹木の活力、植栽基盤の排水性はすべてで良好であった。また、土壌の化学性にも障害となる値はみられなかった。

・サイクリング
ロードに隣接する
緩衝緑地帯。
・被害木は、南側
の緑地帯樹木と
僅かに樹冠が接
するが、未被害
木は全く接してい
ない。被害木と未
被害木とは接し
ない。

・サイクリング
ロードと園路に挟
まれた1.4mの植
栽帯（被害木）と
1.5mの中央分離
帯の植栽帯（未
被害木）。
・被害木は、低木
の生垣内に取り
込まれる。
・未被害木は、低
木や草本の植え
込みや、ウッド
チップマルチング
が敷設。

・駐車場のアイラ
ンド（被害木：幅
6m、未被害木：
幅3.3m）にある植
栽帯（被害木：幅
3m、未被害木：
幅1.5m）。
・片側は低木の
垣根。片側は通
路。

＜樹心から1m＞
・上層（0～30セン
チ）は粘土分を含
むSL（砂壌土）、
下層（30～70㎝）
は現地の砂土。
＜Ａｓの下層＞
・4㎝厚のAsの下
は、砂＋砕石の
上層路盤（10㎝
厚）、その下は下
層路盤（砕石）。

＜植栽枡＞
 ・砕石層以外の
伸長阻害硬度は
見られない。

・オープンスペー
スに配置された
植栽枡に植栽さ
れた樹木。
・日あたり・風通
し・植栽方法は全
て同じ条件にあ
る。

＜植栽枡＞
・植桝内の土（水
湿＝半湿（潤））
上層（0～30㎝）
＝粘土分をやや
含むSL（砂壌土）
30～40㎝に路盤
の砕石層を一部
介在。
下層（40～60㎝）
＝現地砂

＜樹心から1m＞
・40～50㎝にや
や締まった層が
あるが、その上
下の土層は、根
の伸長阻害とな
るような硬さでは
なかった。

＜樹心から1m＞
 40～45センチに
砕石層が介在し
固結となる。上下
の硬度は、根の
伸長阻害となる
硬さではない。

＜樹心から1m＞
・上層(0～40㎝)
＝粘土分を含む
LS（壌質砂土）、
砕石層が5㎝ほ
ど介在し、その下
層（50～70㎝）＝
現地の砂土。
＜Ａｓの下層＞
・4㎝厚のAsの下
は、砂＋砕石の
上層路盤（10㎝
厚）、その下は下
層路盤（砕石）。

＜植栽帯＞
・上層（0～50㎝）
は粘土分を含む
SL（砂壌土）、50
～60㎝に駐車場
を造成した際の
路盤、その下層
（60～80㎝）は現
地の砂土。

・幹外からの距離は72㎝と近い。

・幹外からの距離は110㎝とやや遠
い

・樹心からAsまでの距離＝70㎝

・樹心からAsまでの距離＝70㎝

・樹心から平板までの距離は140㎝
・但し根元周が1.68ｍと太いため、幹からの距離は100㎝と
近い。
地際から平板ま の高低差

・樹心から平板までの距離は80㎝。
・地際から平板までの高低差=18㎝

・植桝＝1.5×1.5ｍ　樹木はその中
心

・植桝＝1.5×1.5ｍ　樹木はその中
心

・植桝の大きさ＝3×3ｍで、樹木はその
南側に植栽されている。
・樹心から平板までの距離は70㎝。

・植栽帯の幅は約3.0ｍあるが、根元周が1.95
ｍ（φ62㎝）と極めて太く、樹心から南側の構
造物までの距離は約1.4ｍであった。
・根元が盛り上がっているため、最も近い縁
石との高低差は10㎝あった。
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（１）被害要因 

 調査結果から得られた知見をまとめると、以下のとお

りである。 

①樹木は大きく成長することにより、根の伸長範囲は広

がり、侵入できる隙間があればどこへでも根を伸長さ

せる。植栽基盤が狭くて構造物に樹木が近い、また、

樹木は大きいほど被害が顕著である傾向がみられた。 

②調査地の縁石においては、例外なくその下部に根系が

侵入する隙間があった。平板舗装の下の路盤では、根

は十分に伸長生育できていた。 

③アスファルト舗装下では、条件（樹種、舗装厚、路盤

の軟らかさ）によって樹木は（串団子のような瘤を作

ったり、異常に屈曲を繰り返すなど）樹種による伸長

特性を示しながら根を適応させていた。 

（２）被害防止の対応策 

被害を防ぐための対応は、以下のような比較的単純な

方策になると考えられる。設計段階からの対応は、植栽

樹木の根系伸長範囲を予測して植栽基盤を整備するとと

もに、構造物下に根系が伸長できない対策を施すという

本質的解決策以外には考えられない。また、管理段階で

の対応としてあげた策は、実施困難である場合や美観を

大きく損ねること、樹木成長に悪影響を及ぼすなど実施

に当たっては大きな課題を有している。 

①設計段階からの対応 

・植栽場所に適した樹種を選定するとともに、樹木の成

長に見合う十分な広さの植桝・植樹帯幅及び有効基盤

の深さを確保する。 

・縁石の手前には、根の広がりを防止する堅固なガード

を設けるとともに、根系による圧力に耐える縁石構造

とする。 

・十分な広さの植栽基盤を設けられない場合は、根系誘

導耐圧基盤のような手法で舗装下の路床に根系成長範

囲を確保し、根を誘導させる。 

【根系誘導耐圧基盤】 

踏圧等による変形を受けずに空隙を確保するため、

砕石（火山砂利等の粗骨材）等の骨組みに、養分等を

含む細粒質の骨材を隙間に詰め、構造を確保（耐圧性）

しながら、根の伸張性をも満足するような土壌構造。 

②管理段階での対応 

・被害を受けた構造物を移動させるとともに、植栽基盤

を拡幅する、あるいは根系誘導耐圧基盤のような手法

で路床へ根を誘導する。 

・日常的に剪定や根切りを実施し、根系伸長を抑制する。 

・被害を与えている根を強制的に切断する（腐朽菌の侵

入を誘引したり、支持力低下による風倒被害を誘引し

たりする可能性があるので注意が必要）。 

４．被害対策の具体案 

 公園内の現状被害に対する具体的な改良方法について、

以下のとおり立案した。 

（１）園地等に植栽されている樹木による被害 

①舗装構造物からある程度(1m以上)の距離がある場合 

他の園地部分への根系の発達が十分望めることから、

改良工法としては、舗装構造脇で根切り＋切断面の養生

を施し、併せて舗装脇に根系遮断シートを入れ、舗装下

の根の侵入を防止する（図２）。 

根切り＋切断面の養生

根系遮断シート

作業幅として 20cm 程度

図２ 構造物から1m以上の距離がある場合の対策

②舗装構造物に近接している場合 

 現状で根元付近の根上りが顕著に認められる場合は、

この部分を切断してしまうと樹勢に影響を与える恐れが

あり、簡単に根切りを行なえない。このため、最も有効

な方法は、園路を回避（迂回する、あるいは園路縦断を

改良する）する方法である（図３）。ただし、現場の状態

横方向への迂回

できるだけ離すことが基本だが、最低、樹木中心か

ら 2.0m 以上は確保したい。

対応策-①-1

縦方向への迂回

15cm 以上上がれば

回避可能。ただし、樹

木の根元が埋まらな

いように注意。

対応策-①-2

図３ 園路を回避する対策 

対

応

策

②

根切り＋切断面の養生

根系遮断シート

作業幅として 20cm 程度

図４ 構造物に近接している場合

から容易でない場合は、少しずつ根切りを施しつつ、樹

木の様子を伺い、最終的に根切り＋切断面の養生＋根系

遮断シートの設置を行なう方法が考えられる（図４）。 

（２）園地舗装内の小さい植樹桝に植栽されている場合 

 基本的に根の伸長に対して土壌量が足りない状態にあ
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るため、現状で被害が無くても、やがて顕在化すること

は明らかで、根本的な対策の実施が望まれる。 

対策の第一は、植樹桝を拡大する方法が考えられる。

利用者への多少の不便はあるものの、周囲にも十分な余

裕がある場合には、周囲の平板を数枚取り除き、根切り

＋切断面の養生＋根系遮断シートの設置という対策が望

まれる。あるいは、植樹桝と植樹桝との間に、幅 60cm

程度の根系空間を整備し、ここに将来的な根系を誘導す

る方法も考えられる。現状の平板を一次撤去し、その下

に根系誘導耐圧基盤等による根系誘導空間を設置し、そ

の後平板を復旧して利用する方法が考えられる（図５）。 

根系遮断シート

植樹桝の拡大

対応策-①

対応策-②

根系誘導耐圧基盤

図５ 園地舗装内の植樹桝に植栽されている場合の対策

（３）歩道内に植樹桝でパンチング植栽されている場合 

 基本的に根の伸長に対して土壌量が足りない状態にあ

るため、現状で被害が無い樹木でも、やがて被害が顕在

化することは明らかで、根本的な対策の実施が望まれる。  

対策工法は、上記の舗装内の樹木に対するものとほぼ同

様であるが、被害が出ている部分は根切り＋切断面の養

生＋根系遮断シートの設置で対処し、合わせて植樹桝と

植樹桝との間に、幅60cm程度の根系空間を整備し、こ

根系誘導耐圧基盤

図６ 歩道内の植樹桝に植栽されている場合の対策

こに将来的な根系を誘導する方法が望ましい。現状の平

板を一次撤去し、その下に根系誘導耐圧基盤等による根

系誘導空間を設置し、その後平板を復旧して利用する方

法が考えられる（図６）。 

（４）処置における留意点 

 上記の対策により処置を行う場合には、次の点に留意

する。 

 根切りをした切断面は、その部分から幹への腐朽菌な

どの侵入を防ぐため、ケアヘルス（切口癒合助成塗布剤）

等の殺菌剤を塗布しておくことが必要である。また、縁

石部は改良工事に合わせて、再度確実に設置されている

かを確認し、モルタルや基礎コンクリートとの接着等を

確実にする。合わせて、植栽基盤内の土壌改良（根が下

方や構造物とは別の方向に伸長し易いようにするための

物理的な改良＝耕転＋物理性を保持する改良材(パーラ

イト等)の混入）を実施することにより、より長期の改良

効果を期待することができる。 

 また、植栽木の根系範囲と構造物との位置関係から、

樹高成長が旺盛な樹種や将来大高木と成るような樹種が

不適合と考えられる場合には、機会を見つけて樹種転換

していくことも一考である。 

５．今後の課題 

 本調査により、樹木根系の根上りによる園路等の構造

物に対する被害の状態やその要因が明らかになった。し

かし、その対策や予防策については、十分な検討が出来

ていない。そのため、本調査での検討を踏まえた今後の

課題としては、以下のとおりである。 

①根切りによる効果検証調査 

 公園内で既に行われている根切りに対して、樹木成長

調査により効果、樹木に与える影響を把握する。 

②対策工法のモデル施工試験 

 今回提案した工法についてモデル施工を行ない、効果

や実現性などについて検討する。 

③新規植栽における対策工法の検討 

 新規に植栽する場合として適切な「樹種選定」、「植栽

基盤整備」を提案し、モデル施工を行ってその効果を検

証する。 
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Research on countermeasures for damages by tree failure in typhoons 

Environment Department Head Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division 

 Senior Researcher Yasuo IIZUKA

  Researcher Yosuke NAGAHAMA

Typhoons often hit Okinawa, and a lot of trees in Okinawa are damaged by typhoons. In this study, 
we investigated the causes why those trees had been damaged by the typhoons, and the growth of 
root system of planted trees in Okinawa.
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Research on best practice case studies in infrastructure design 

18

   
Environment Department    Head   Masahiko MATSUE 
Landscape and Ecology Division   

      Senior Researcher Hitomi OGURI 
      
      Senior Researcher Tsuneaki FUKUI 

It is necessary to share the best practice case studies from the viewpoints of landscape, aesthetics, 
structure and sustainability to spread the philosophy of the Landscape Act over public works. In this 
research, the projects which have been thought as highly evaluated design are selected, and the 
technical ideas and methodologies are introduced. 
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規範事例集の内容例（橋梁編）

規範事例集の内容例（街路編）
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規範事例集の内容例（港湾編）

規範事例集の内容例（河川編）
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Planning of the management guideline of important trees for landscape  

17 20

Environment Department  Head  Masahiko Matsue 
Landscape and Ecology Division 

Senior Researcher Yasuo Iizuka  

  We chosen the typical preservation practices of giant and old trees in the questionnaire conducted last fiscal 
year and clarified the effects of those practices based on growth condition of trees after thoroughly checking the 
preservation measures in situ. We summarized the results as the effective preservation measures. We also 
surveyed new technology for preservation of giant old trees and found some examples. 
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A Study on the Evaluation of Historical Landscape

18 19

Environment Department Head Masahiko MATSUE
Landscape and Ecology Division

  Senior Researcher Tsuneaki FUKUI

Trees or plants are often introduced on streets when the streetscape is to be improved, but sometimes
it spoils the historical impression of the street because of the lack of know-how to emphasize the
feature of the street. In this study, the tendency of the historical impression of street by introducing
plants was analyzed.
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Research on city parks design and management in harmony with adjacent facilities or streets 

18 20

      
Environment Department                 Head      Masahiko MATSUE 

  Landscape and Ecology Division          
Senior Researcher Nobuaki KAGEMOTO

In this study, we collected both domestic and foreign examples of parks which contribute to 
the city landscape in harmony with the neighboring district or adjacent facilities. Some examples were 
selected as models, and more information on them was gathered. Then, we discussed the outline of 
city parks design and management policy which shall be developed in the coming year. 
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